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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

 なお、株式会社エヌシーは、平成26年６月30日に清算結了したため、当第１四半期連結会計期間末より連結の範囲

から除外しております。 

  

回次 
第108期 

第１四半期 
連結累計期間 

第109期 
第１四半期 
連結累計期間 

第108期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (千円) 8,662,444 9,500,967 39,391,071 

経常利益 (千円) 546,886 692,610 3,328,952 

四半期(当期)純利益 (千円) 489,661 561,927 2,712,937 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,479,562 608,694 5,489,468 

純資産額 (千円) 22,620,590 26,382,196 26,794,610 

総資産額 (千円) 41,392,117 47,536,921 47,960,392 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 22.14 25.41 122.69 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 53.2 53.3 53.6 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1)業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減の影響があっ

たものの、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな回復基調が続いております。一方、欧米では景気持ち直しの

動きが見られますが、新興国経済の下振れリスクなど、企業を取り巻く経営環境は依然として先行き不透明な状況

にあります。 

このような状況のもと、当社グループでは、顧客ニーズに合致した製品開発や新規顧客の開拓など販売活動を強

化するとともに、生産能力の増強、原価改善、生産性の向上など収益改善に取り組んでまいりました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、消費税増税の影響が限定的なものにとどまったことと

海外子会社等の増収により95億円（前年同期比9.7％増）となりました。 

損益面につきましては、売上増収に加えて原価改善等により営業利益は２億２千５百万円（前年同期比1,441％

増）、経常利益は持分法による投資利益等で６億９千２百万円（前年同期比26.6％増）、四半期純利益は５億６千

１百万円（前年同期比14.8％増）となりました。 

  
セグメント別の業績は次のとおりであります。 

① 塗料関連事業 

当セグメントの業績につきましては、顧客ニーズに合致した新製品の開発と省エネ対策などの環境対応型塗料

を主力とした売上拡販を図りました。 

品種別売上高につきましては、建築・構築物用塗料のうち、床用塗料は前年同期比1.0％減少しましたが、防水

用塗料は10.6％増加し、シェアを伸ばしました。航空機用塗料は、塗り替え需要増により前年同期比23.0％増加

しました。一方、工事関連売上高の集合住宅大規模改修工事につきましては、消費税増税の駆け込み需要反動減

の影響により前年同期比26.7％と大きく減少しました。 

この結果、当セグメントの売上高は36億７千８百万円（前年同期比8.8％減）セグメント利益は６千万円（前年

同期比57.2％減）となりました。 

  

② 自動車製品関連事業 

当セグメントの業績につきましては、国内乗用車生産台数が前年同期比では堅調に推移したことや海外子会社

等の受注増加により売上高は増加しました。 

品種別売上高につきましては、制振材は前年同期比15.4％増加、防錆塗料は前年同期比13.5％増加、吸・遮音

材は35.8％増加しました。また、原材料輸出等のその他売上についても、前年同期比16.0％増加しました。 

この結果、当セグメントの売上高は58億１千７百万円（前年同期比25.7％増）、セグメント利益は１億６千２

百万円（前年同期は１億２千８百万円のセグメント損失）となりました。 

  

③ その他 

保険代理業の売上高は４百万円（前年同期比31.2％増）となりました。 
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(2)財政状態の分析 

（総資産） 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ４億２千３百万円減少し、475億３

千６百万円となりました。主な要因は、現金及び預金の減少７億８千６百万円、受取手形及び売掛金の減少３億

１千８百万円、流動資産その他の減少２億６千４百万円、株式市況の回復及び関係会社株式の増資等による投資

有価証券の増加８億７千４百万円によるものです。 

（負債） 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ１千１百万円減少し、211億５千４百万円となりました。主な要因は、支

払手形及び買掛金の減少８億１千９百万円、借入金の増加２億３千３百万円、未払法人税等の減少４億４千万

円、退職給付に係る負債の増加12億２千４百万円、繰延税金負債の減少３億１百万円によるものです。 

  

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ４億１千２百万円減少し、263億８千２百万円となりました。主な要因

は、利益剰余金の減少４億２千１百万円、その他有価証券評価差額金の増加２億５千万円、為替換算調整勘定の

減少２億１千２百万円によるものです。自己資本比率は0.3％減少し53.3％となりました。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

(4)研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億８百万円であります。 

  

(5)従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。 

  

(6)生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。 

  

(7)主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月７日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 23,611,200 23,611,200 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は100株であ
ります。 

計 23,611,200 23,611,200 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年４月１日～ 
平成26年６月30日    

 ─ 23,611,200 ─ 4,753,085 ─ 4,258,867 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

(注) 単元未満株式数には当社所有の自己株式31株および相互保有株式16株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年３月31日現在 

(注) 他人名義で所有している理由等 

  

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

 

      平成26年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式)      
普通株式   1,417,500 
(相互保有株式)      
普通株式     211,200 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  21,967,100 219,671 ― 

単元未満株式 普通株式    15,400 ― ― 

発行済株式総数 23,611,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 219,671 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

日本特殊塗料株式会社 

東京都北区王子５－16－

７ 
1,417,500 ― 1,417,500 6.00 

(相互保有株式) 

富士産業株式会社 

神奈川県平塚市東八幡5－

11－3 
163,200 ― 163,200 0.69 

(相互保有株式) 

梅居産業株式会社 

福岡県福岡市博多区榎田1

－7－42 
35,000 13,000 48,000 0.20 

計 － 1,615,700 13,000 1,628,700 6.89 
 

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所 

 加入持株会における共有持株数  ニットク親和会 東京都北区王子5-16-7 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,866,228 4,080,205 

    受取手形及び売掛金 12,396,448 12,077,988 

    商品及び製品 1,116,578 1,254,401 

    仕掛品 401,855 330,060 

    原材料及び貯蔵品 1,088,766 943,831 

    繰延税金資産 391,568 391,568 

    その他 539,244 274,529 

    貸倒引当金 △6,363 △8,604 

    流動資産合計 20,794,328 19,343,982 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 3,488,457 3,432,347 

      機械装置及び運搬具（純額） 3,242,561 3,212,782 

      土地 3,373,793 3,373,793 

      建設仮勘定 329,669 458,734 

      その他（純額） 1,334,338 1,420,225 

      有形固定資産合計 11,768,819 11,897,883 

    無形固定資産 232,264 229,309 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 13,617,394 14,491,505 

      繰延税金資産 67,694 66,906 

      その他 1,490,791 1,518,225 

      貸倒引当金 △10,901 △10,891 

      投資その他の資産合計 15,164,979 16,065,746 

    固定資産合計 27,166,064 28,192,938 

  資産合計 47,960,392 47,536,921 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 9,652,160 8,832,768 

    短期借入金 1,935,533 2,520,746 

    リース債務 46,921 45,857 

    未払法人税等 539,280 98,453 

    役員賞与引当金 50,800 - 

    その他 3,032,354 3,187,771 

    流動負債合計 15,257,051 14,685,596 

  固定負債     

    長期借入金 2,111,569 1,760,170 

    リース債務 168,858 158,344 

    退職給付に係る負債 2,866,838 4,091,730 

    繰延税金負債 724,061 422,278 

    その他 37,403 36,603 

    固定負債合計 5,908,731 6,469,128 

  負債合計 21,165,782 21,154,724 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 4,753,085 4,753,085 

    資本剰余金 4,362,942 4,362,942 

    利益剰余金 13,335,252 12,914,045 

    自己株式 △496,297 △496,298 

    株主資本合計 21,954,982 21,533,774 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 3,398,360 3,648,721 

    為替換算調整勘定 391,378 178,829 

    退職給付に係る調整累計額 △36,840 △42,054 

    その他の包括利益累計額合計 3,752,898 3,785,496 

  少数株主持分 1,086,729 1,062,925 

  純資産合計 26,794,610 26,382,196 

負債純資産合計 47,960,392 47,536,921 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 8,662,444 9,500,967 

売上原価 7,095,819 7,648,823 

売上総利益 1,566,624 1,852,143 

販売費及び一般管理費 1,551,992 1,626,627 

営業利益 14,632 225,516 

営業外収益     

  受取配当金 38,840 52,864 

  持分法による投資利益 446,264 432,188 

  その他 69,630 17,324 

  営業外収益合計 554,734 502,377 

営業外費用     

  支払利息 19,322 17,897 

  為替差損 - 16,473 

  その他 3,158 912 

  営業外費用合計 22,480 35,283 

経常利益 546,886 692,610 

特別利益     

  固定資産売却益 54 250 

  受取保険金 - 5,525 

  特別利益合計 54 5,775 

特別損失     

  固定資産処分損 4,589 7,696 

  特別損失合計 4,589 7,696 

税金等調整前四半期純利益 542,351 690,689 

法人税等 57,472 85,921 

少数株主損益調整前四半期純利益 484,878 604,767 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,782 42,839 

四半期純利益 489,661 561,927 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 484,878 604,767 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 497,183 251,091 

  為替換算調整勘定 54,757 △60,304 

  退職給付に係る調整額 - 2,495 

  持分法適用会社に対する持分相当額 442,742 △189,355 

  その他の包括利益合計 994,683 3,926 

四半期包括利益 1,479,562 608,694 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,476,131 594,526 

  少数株主に係る四半期包括利益 3,430 14,168 
 

― 11 ―



【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。  

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

 連結子会社であった株式会社エヌシーは平成26年６月30日に清算結了したため、当第１四半期連結会計期間末よ

り連結の範囲から除外しております。 

  

(会計方針の変更等) 

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１

四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法をポ

イント基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連

結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が1,251,687千円増加し、利益剰余金が805,585千

円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に及ぼす

影響は軽微であります。 

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

  （税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

１ 偶発債務  

次の会社等の金融機関からの借入やリース債務に対し、債務保証を行っております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

SRN Sound Proof Co.,Ltd. 66,570千円 65,520千円 

Autoneum Nittoku Sound Proof Products 
India Pvt.Ltd. 

329,344〃 324,352〃 

PT.TUFFINDO NITTOKU AUTONEUM 642,781〃 775,071〃 

計 1,038,695〃 1,164,943〃 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年６月30日） 

減価償却費 312,147千円 372,431千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 133,163 ６ 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 177,549 ８ 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業であります。 

２ 調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

３ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業であります。 

２ 調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

 この変更によるセグメント利益に与える影響は軽微であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

            (単位：千円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)1 

合計 
調整額 
(注)2 

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3塗料関連 

自動車 
製品関連 

計 

売上高               

  外部顧客への売上高 4,032,038 4,626,937 8,658,976 3,468 8,662,444 ― 8,662,444 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

900 ― 900 ― 900 △900 ― 

計 4,032,938 4,626,937 8,659,876 3,468 8,663,344 △900 8,662,444 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

141,995 △128,866 13,128 1,503 14,632 ― 14,632 
 

            (単位：千円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)1 

合計 
調整額 
(注)2 

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3塗料関連 

自動車 
製品関連 

計 

売上高               

  外部顧客への売上高 3,678,426 5,817,989 9,496,416 4,551 9,500,967 ― 9,500,967 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

900 ― 900 ― 900 △900 ― 

計 3,679,326 5,817,989 9,497,316 4,551 9,501,867 △900 9,500,967 

セグメント利益 60,738 162,133 222,872 2,644 225,516 ― 225,516 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

  １株当たり四半期純利益金額 22円14銭 25円41銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益金額(千円) 489,661 561,927 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 489,661 561,927 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 22,111 22,111 
 

― 15 ―



２ 【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成26年８月７日

日本特殊塗料株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本特殊塗料株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から

平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士   麻 生 和 孝      印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    有 川   勉      印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    中 野     強       印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月７日 

【会社名】 日本特殊塗料株式会社  

【英訳名】 Nihon Tokushu Toryo Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 酒井 万喜夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役業務本部長 田 谷  純 

【本店の所在の場所】 東京都北区王子５丁目16番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長酒井万喜夫及び当社最高財務責任者田谷純は、当社の第109期第１四半期（自  平成26年４月１

日  至  平成26年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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